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１．概要 

（１）届出の概要 

土地の形質の変更は、施工時の基準不適合土壌の飛散、基準不適合土壌が帯水層

に接することによる地下水汚染の発生、掘削された基準不適合土壌の運搬等による

汚染の拡散のリスクを伴うものです。 

そのため、一定の規模以上の土地の形質を変更しようとする者は、事前に届出を

行い、当該土地において土壌汚染のおそれがある場合には、市は土地所有者等に対

し、土壌汚染状況調査の実施及び結果の報告を命ずる仕組みとなっています。 

（２） 届出の対象 

① 3,000 ㎡以上の土地の形質の変更 

② 現に有害物質使用特定施設が設置されている操業中の工場又は事業場の敷地で、

900 ㎡以上の土地の形質の変更 

③ 土壌汚染状況調査の一時免除中の土地で、900 ㎡以上の土地の形質の変更 

 

「土地の形質の変更」とは、土地の形状を変更する行為（掘削／盛土）全般をい

い、土木工事の他、整地や砂利敷き、土壌の仮置きなどを含みます。ただし、土地

の形質の変更の内容が「盛土のみ」である場合には、汚染の拡散には繋がらないこ

とから、届出不要としています。 

 土地の形質の変更が行われる土地は、必ずしも一連の土地である必要はなく、同

一の事業の計画や目的の下で行われるものであるか否か等を総合的に判断し、個別

の土地の形質の変更部分の面積を合計して 3,000 ㎡（または 900 ㎡）以上となる場

合には、まとめて届出の対象となります。 

 なお、過去に届出を済ませた土地であっても、別の事業計画等で土地の形質の変

更を行おうとする場合には、改めて届出を行ってください。 

 

  

※ 届出の要否については、環境保全課にて事前協議を行い、確認してください。 
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（３）届出義務者 

届出を行うのは「土地の形質の変更をしようとする者」であり、具体的には、計

画内容を決定する者です。土地の所有者等とその土地を借りて開発行為等を行う開

発業者等の関係では、開発業者等が該当します。工事の請負の発注者と受注者の関

係では、計画の内容を決定する責任をどちらが有しているかで異なりますが、一般

的には発注者が該当します。 

 

（４）届出の期限 

届出は、土地の形質の変更に着手する日の30日前までに行わなければなりません。

「着手する日」とは、土地の形質の変更そのものに着手する日をいい、契約事務や

設計等は含みません。審査期間中は、土地の形質の変更に着手してはいけませんの

で、ご注意ください。 

 

（５）土壌汚染状況調査結果の添付について 

『一定の規模以上の土地の形質の変更届出書』に、予め実施した土壌汚染状況調

査の結果（地歴調査により汚染のおそれがないことが判明した場合は、試料採取等

は不要。）を添付することができます。これにより、調査命令を受けることなく区域

指定することや、届出から工事着手までの時間を短縮することが見込まれています。

なお、当該調査は法で定める調査手法である必要があるため、その内容に不備があ

る場合など、再調査の実施となることも予想されますので、予め環境保全課と事前

協議を行ってください。 

調査結果の添付は、必須ではありません。また、調査結果を添付する際は、調査

した土地の所有者等の全員の同意書（結果を添付することへの同意）が必要です。 

この同意書は、届出に係る土地の形質の変更の場所を記載した書面により行われる

必要があります。「施工者が土地の所有者等ではない場合」に添付が必要な同意書 

（７ページを参照）とは同意の趣旨が異なりますので、ご注意ください。 

 

 

※ 届出様式（様式第六「一定の規模以上の土地の形質の変更届出書」）は、 

那覇市環境保全課のホームページで入手出来ます。 
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２．届出のフロー 

  

審査期間中は、工事への着手（土地の形質の変更）が出来ませんので、工事計画が固ま

り次第、早めの事前協議を推奨します。 

 なお、土壌汚染状況調査結果報告書の添付は必須ではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

        

        

土壌汚染 

状況調査結果 

を添付した場合 

市へ届出 

※正副各１部（合計２部）提出 

土壌汚染状況調査の実施・市へ報告 

基準不適合 

工事着手 
基準適合 

土壌汚染のおそれがある土地の

基準への該当性審査 

土壌汚染状況調査報告内容の審査 

命令不要 

命令必要 

非該当 

該当 

工事着手 

調査命令 

弁明の機会の付与、弁明書の内容検討 

要措置区域／形質変更時要届出区域への指定 

通知 

通知 

通知 

※収受印が押された１部は届出者に返却 

市との事前協議 

事業者等が実施する項目 

市が実施する項目 
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３．届出書類の作成要領 

（１）届出書（様式第六） 

① 届出者 

個人の場合、個人の住所・氏名を、法人の場合には、住所・法人名称・代表者

氏名を記載します。公共事業の場合、県知事や市町村長等が考えられますが、そ

の計画の決定者をもって届出を行います。 

  ② 土地の形質の変更の対象となる土地の所在地 

     住所表記と地番を併記してください。地番が多いときには、「別紙のとおり」と

し、別紙にて一覧表を添付します。 

 

     ③ 土地の形質の変更の場所 

     「別紙のとおり」と記入し、全体範囲が分かる図面を添付します。 

 

   

 

 

 

④ 土地の形質の変更の対象となる土地の面積及び当該土地の形質の変更に係る部

分の深さ 

ア 面積 

掘削、盛土それぞれの面積と事業範囲全体の面積を記入します。掘削範囲と

盛土範囲が重なる範囲は、掘削範囲としてください。 

イ 深さ 

掘削する計画の土地のうち、最も深い掘削となる土地の深さを記載します。 

 

⑤ 土地の形質の変更の着手予定日 

土地の形質の変更そのものに着手する日として、届出日より 30日以上経過した

日を記入してください。 

   

 

 

 

 

 

 

※ 記載した内容に係る変更届出の制度はありません ※ 

掘削範囲が変更になった場合、再度届出が必要となる場合があります。 

計画や設計に変更が生じても届出範囲内に収まるよう、土地の形質の変更の場所

は、なるべく広めに届け出てください。 
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様式第六（第二十一条の二第一項、第二十三条第一項関係） 

 

一定の規模以上の土地の形質の変更届出書 

 

年 月○日 

 

 

 

土壌汚染対対策法
第３条第７項

第４条第１項
の規定により、一定の規模以上の土地の形質の変更について、次

のとおり届け出ます。 

 土地の形質の変更の対象となる土地の所

在地  

 

土地の形質の変更の場所 

土地の形質の変更の対象となる土地の面

積及び当該土地の形質の変更に係る部分

の深さ 
 

土地の形質の変更の着手予定日 

法第３条第１項の

ただし書の確認を

受けた土地におい

て法第３条第７項

の規定による土地

の形質の変更をす

る場合 

工場又は事業場の

名称 

工場又は事業場の

敷地であった土地

の所在地 

 

現に有害物質使用

特定施設等が設置

されている工場又

は事業場の敷地に

おいて法第４条第

１項の規定による

土地の形質の変更

をする場合 

有害物質使用特定

施設が設置されて

いる工場又は事業

場の名称 

有害物質使用特定

施設の種類 
 

有害物質使用特定

施設の設置場所 
 

特定有害物質の種

類 

 

 

殿 

 

。 

 

住所  
氏名  

届出者 
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様式第六（第二十一条の二第一項、第二十三条第一項関係） 

 

一定の規模以上の土地の形質の変更届出書 

 

年 月 日 

 

 

 

土壌汚染対対策法
第３条第７項

第４条第１項
の規定により、一定の規模以上の土地の形質の変更について、次

のとおり届け出ます。 

 土地の形質の変更の対象となる土地の所

在地  

 

土地の形質の変更の場所 

土地の形質の変更の対象となる土地の面

積及び当該土地の形質の変更に係る部分

の深さ 
 

土地の形質の変更の着手予定日 

法第３条第１項の

ただし書の確認を

受けた土地におい

て法第３条第７項

の規定による土地

の形質の変更をす

る場合 

工場又は事業場の

名称 

工場又は事業場の

敷地であった土地

の所在地 

 

現に有害物質使用

特定施設等が設置

されている工場又

は事業場の敷地に

おいて法第４条第

１項の規定による

土地の形質の変更

をする場合 

有害物質使用特定

施設が設置されて

いる工場又は事業

場の名称 

有害物質使用特定

施設の種類 

有害物質使用特定

施設の設置場所 
 

特定有害物質の種

類 

 

 

 
殿 

。 

 

住所  
氏名  

届出者 
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（２）添付書類 

① 土地の形質の変更の対象となる土地の所在地（位置図） 

届出者の事業計画の範囲で届出を行うこととなります。主となる土地の形質の

変更の所在地のほか、一時仮置き場を伴う場合には、あわせて地図を添付してく

ださい（記載例１）。 

② 土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした平面図、立面図、断面図 

掘削部分と盛土部分を区別して明記してください。掘削部分と盛土部分が重複

する範囲は「掘削範囲」とし、図面を作成してください（記載例２）。 

一時仮置き場を伴う場合には、その図面もあわせて添付してください。 

また、形質の変更の対象となる土地の所在地と範囲を確認する必要があるため、

図面には地番を明記してください。 

③ 土地の形質の変更をしようとする者が当該土地の所有者等でない場合は、登記

事項証明書その他の当該土地の所有者等の所在が明らかとなる書面     

（例）登記事項証明書、土地の売買契約書、土地の形質の変更の工事における

請負契約書、公共施設の占有許可証 

※ 土壌汚染状況調査結果を提出する場合について 

①から③までの書類のほかに、当該土地の所有者等の全員の同意書が必要です。

この同意書は、届出に係る土地の形質の変更の場所を記載した書面により行い、

次の内容を含む必要があります。 

〈同意書の内容〉 

  指定調査機関に調査させること 

  調査結果を届出に併せて知事に提出すること 

 

（３）届出部数等 

    環境保全課に２部（正副各１部）提出してください。 

副本は届出内容と収受日を双方で確認できるよう収受印を押して返却します。副

本については、届出書（様式第六）のみの提出でも構いません。仕切紙の挿入、届

出書類のファイリング等は必要ありません。また、届出書（様式）、図面以外の書類

については、両面印刷でも構いません。 
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 事業現場 ：那覇市××１丁目２番、３番 

 一時仮置き場 ：那覇市××△△４０５番６、７ 

 

 

 

事業現場 

3,000 ㎡ 

一時仮置き場 

←300 ㎡ 
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４．届出先 

那覇市内での事業等については、那覇市環境保全課（098－951－3229、那覇市泉崎

1-1-1 那覇市役所本庁舎７階）まで、届出・相談等をお願いします。 

なお、環境保全課へお越しの際は、担当の不在を避けるため、予め電話連絡をお願い

します。 

※ 土地の形質の変更範囲の一部に那覇市域外を含む場合には、環境保全課と下記の県

保健所の両方へ、同一内容の届出を行ってください。 

 

 

 

 

保健所名 連絡先・住所 管轄区域 

北部保健所 

生活環境班 

0980－52－2636 

名護市大中2－13－1 

名護市、本部町、国頭村、大宜味村、

東村、今帰仁村、伊江村、伊平屋村、

伊是名村 

中部保健所 

環境保全班 

098－989－6610 

沖縄市美原1－6－28 

沖縄市、うるま市、宜野湾市、金武町、

嘉手納町、北谷町、恩納村、宜野座村、

読谷村、北中城村、中城村 

南部保健所 

環境保全班 

098－889－6846 

南風原町字宮平212 

浦添市、豊見城市、糸満市、南城市、

南風原町、八重瀬町、与那原町、西原

町、久米島町、渡嘉敷村、座間味村、

粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東

村 

宮古保健所 

生活環境班 

0980－72－3501 

宮古島市平良字東仲宗根476 
宮古島市、多良間村 

八重山保健所 

生活環境班 

0980－82－3243 

石垣市字真栄里438 
石垣市、竹富町、与那国町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

那覇市外での事業等については、下記の県保健所まで、届出・相談等をお願いします。 
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５．届出後の対応について 

  届出た土地が、特定有害物質によって汚染されているおそれがあるものとして環境省

令で定める基準に該当する場合、土地所有者等に対し調査命令を発出します。調査命令

をうけた土地所有者等は、「指定調査機関」に土壌汚染状況調査を依頼し、調査結果を報

告してください。調査の結果、汚染が確認された場合には、「要措置区域」又は「形質変

更時要届出区域」に指定されることとなります。 

 

※指定調査機関とは 

  環境大臣の指定を受けた土壌汚染状況調査を実施する機関です。土壌汚染対策法(３条、

４条、５条)に基づく調査は、指定調査機関に実施させなければなりません。 

県内の指定調査機関については、以下を参照してください。 

環境省 HP土壌汚染対策法に基づく指定調査機関： 

沖縄県環境保全課 HP： 

 

 

※「要措置区域」「形質変更時要届出区域」とは 

 土壌汚染状況調査の結果、土壌の汚染状態が指定の基準を超過した場合、規制対象区域

に指定されます。 

地下水が飲用として利用されているか、一般人が立入ることができる状態にあり、人へ

の健康被害が生ずるおそれがある場合には、汚染の除去等の措置が必要となる「要措置区

域」に、汚染が確認されているものの健康被害が生ずるおそれがない場合には、土地の形

質変更時に市への届出が必要となる「形質変更時要届出区域」に指定されます。 

 

（１）調査の対象となる土地について 

調査命令の対象となる土地は、届出に係る土地の形質の変更が行われる土地のう

ち、掘削部分であり、特定有害物質によって汚染されているおそれがあるものとし

て以下の基準のいずれかに該当する土地です。 
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（２）調査対象となる特定有害物質の種類について 

特定有害物質によって汚染されているおそれがあるものとして土地の基準（規則

第 26条）に該当する場合、その地歴情報に応じた特定有害物質の種類や、調査対象

となった理由等を書面により通知しますので、当該通知に基づき指定調査機関に調

査を依頼してください。 

 

（３）自主申請（法第 14 条）の活用 

自主的に調査を行い、その結果、汚染が判明した場合、調査命令の発出前であれ

ば、法第 14 条の規定により、自主的に区域指定の申請を行うことが可能です。 

詳しくは、「土壌汚染対策法の自主申請活用の手引き（改訂版）（令和２年４月・

環境省）」を参照するか、環境保全課にご相談ください。 
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Ｑ ＆ Ａ 

 

【工事着手の考え方】 

Ｑ１．いつから工事着手できますか。工期の都合上間に合わない場合、一部着手しても

良いですか。 

Ａ１．事業者には、土地の形質の変更の 30 日前までの届出が義務付けられており、市

に届出を行った後は、調査命令実施要否に関する書類審査を行います。当該審査が

終了するまでは、掘削、盛土を問わず、土地の形質変更に着手してはいけません。 

 

Ｑ２．掘削、盛土を行う前に伐採等の整地の作業を行う場合、これらについても工事着

手予定として届け出た日以降の着手となりますか。 

Ａ２．伐採等の作業については事前に着手してもかまいません。ただし、伐根などの土

壌の掘削等を伴う作業は、審査終了後に着手してください。 

 

 

【届出の対象について】 

Ｑ３．河川、海、湖等の浚渫行為は届出の対象となりますか。 

Ａ３．届出の対象外です。 

 

Ｑ４．浚渫土砂を一時仮置きし、その後掘削する行為は、届出の対象となりますか。 

Ａ４．盛土前の地表面より深く掘削する場合は、届出の対象です。 

 

Ｑ５．遊休地の整地は、届出の対象となりますか。 

Ａ５．届出の対象です。 

 

 

【届出の範囲について】 

Ｑ６．数年間にまたがる大規模な事業等については、どの範囲で届け出ればよいですか。 

Ａ６．基本的には、事業計画全体で届け出てください。通常は届出範囲のうち掘削範囲

が調査命令の対象となりますが、掘削・盛土範囲が確定していない場合には、届出

範囲全体が調査命令の対象となりますので、ご留意ください。 

 

Ｑ７．掘削した土壌を改変範囲から離れた場所（残土処分場等）等へ搬出する場合、ど

の範囲までを届け出ますか。 

Ａ７．届出者の事業等施工計画の範囲内を届出対象とし、残土等を他者に処理委託する

場合や、他者の場所（土取り場）から土砂を調達する場合など、届出者の計画の及

ばない範囲は対象となりません。ただし、届出者の計画により残土を一時仮置きす

る場合は、届出範囲と判断されます。 
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【その他】 

Ｑ８．届出後、赤土流出防止対策との兼ね合いで、掘削範囲が変更になりました。 

その場合、再度届出が必要ですか。 

Ａ８．掘削範囲が縮小する分には問題ありませんが、掘削範囲が移動もしくは拡大する

と、再度地歴の確認が必要となる場合がありますので、環境保全課にご相談くださ

い。また、掘削範囲の変更の可能性を考慮し、掘削範囲を広く設定することも可能

です。 

 

Ｑ９．土地の形質の変更の着手前に調査命令の対象となる地歴があることが判明しまし

た。どのように対応すれば良いですか。 

Ａ９．届出前に環境保全課にご相談ください。 

こちらから調査命令を発出する前に、自主的に土壌調査を実施する方法もありま

すので、工事のスケジュールに合わせてご相談ください。 
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